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研究成果の概要（和文）： 

 フィンランドの学校教育は，これまで主に経済協力開発機構が３年ごとに実施している国際学

習到達度調査（PISA）での好成績との関連で注目されてきたが，PISAの対象外である英語教

育においても多大な成功を収めている。その一方で，フィンランドの小学生が高校卒業時まで

に受ける英語授業の総時間数は，日本の小学生が高校卒業時までに受ける総時間数の約３分の

２程度しかない。日本よりはるかに少ない授業時間数でどうして世界的にもトップレベルの英

語力を育てることができるのか，その答えを探るべく，まず，文献調査と授業観察と英語教育

関係者に対する聞き取り調査を中心とした現地調査をもとに，３分野にわたる 15 の成功要因

を抽出し，フィンランドの大学生と小・中・高の英語教師を対象にアンケート調査を実施した。

その結果，これら 15 要因が英語教育の成功要因として妥当であることが判明した。加えて，

学生よりも教師の方がフィンランドの学校英語教育に対してより好意的な評価をくだしている

ことが判明した。 

 
研究成果の概要（英文）： 

   Finland has attracted a great deal of attention from educators all over the world mainly 

due to her continuous excellence in the PISA, but Finland has also succeeded in fostering 

high-level English proficiency among her EFL learners in spite of the relatively small 

number of lesson hours from primary through upper secondary school, about two-thirds the 

number of lesson hours Japanese EFL learners receive during the same period of schooling. 

In order to find out factors conducive to Finland’s success in bringing about highly 

competent English learners, a questionnaire study was conducted against Finnish 

university students and English teachers. The participants were asked to evaluate the 

importance of the fifteen success factors extracted from the review of the literature and the 

field study conducted in Finland. These fifteen success factors have been fairly well 

endorsed by the participants. It has also been disclosed that the teachers tended to be more 

positive in their evaluation than the students although there exists a high correlation 

between the teachers’ and the students’ responses. 
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１．研究開始当初の背景 
 フィンランドの学校教育は，経済協力開発

機構が３年ごとに実施している国際学習到

達度調査（PISA）での好成績との関連で注目

されてきたが，PISA の対象外である英語教

育においても多大な成功を収めている。例え

ば，国際的な英語力指標として定着している

TOEFL においてもフィンランドは絶えずト

ップテンにランクされている。その一方で，

フィンランドの小学生が高校卒業時までに

受ける英語授業の総時間数は，日本の小学生

が高校卒業時までに受ける総時間数の約３

分の２程度しかない。日本よりはるかに少な

い授業時間数でどうして世界的にもトップ

レベルの英語力を育てることができるのか。

その素朴な疑問が本研究の出発点となって

いる。折しも，平成 20 年３月に小学校学習

指導要領と中学校学習指導要領が，平成 21
年３月に高等学校学習指導要領が改訂され

た。小学校では，従来「総合的な学習の時間」

の中で学校裁量の形で行われていた「英語活

動」に代わって，「外国語活動」が小学校高

学年より週１時間の割合で必修化された。ま

た，高等学校では，授業を実際のコミュニケ

ーションの場面とするため，授業は英語で行

うことを基本とする」という指導指針が示さ

れ，これまで以上に英語教育への社会的関心

が高まっている。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、英語と異なる言語を国家

語とし、かつ社会における英語の位置づけを

参考に世界の国々を３つの層に位置づけた

B.B.Kachru の分類（Kachru, 2005)では、日

本と同様 expanding circle に属しており、あ

くまで外国語として英語を学習しているに

もかかわらず、学校英語教育に多大な成果を

収めているフィンランドに注目し、その学校

英語教育の有効性に貢献している要因を抽

出し、その相対的重要性を関係者への意識調

査を通して確定した上で、日本の学校英語教

育を改善していくためのマクロレベルの建

設的な指針を提示することにある。 
 
３．研究の方法 
  本研究の出発点として，まずフィンランド

の学校教育や英語教育に関する文献の調査

と，授業観察と英語教育関係者に対する聞き

取り調査を中心とした現地調査をもとに，フ

ィンランドの学校英語教育の成功に貢献し

ていると思われる要因として以下の３分野

15 項目を抽出した。 

（１）学習者・指導者要因 

①生徒の学校・学校教育への信頼 

②英語教師およびその指導法への信頼 

③高い学習意欲 

④学習方法の学習を含めた学習スキルの修 

 得 

⑤英語教師の高い資質 

（２）カリキュラム・指導法要因 

⑥小学校３年次から教科として開始 

⑦少人数クラスでの授業 

⑧質的にも量的にも充実した教科書 

⑨宿題の重視 

⑩定期的な試験の実施 

（３）社会文化的要因 

⑪保護者や周りの人々の期待 

⑫学校外で英語コミュニケーションに従事  

 できる豊富な機会 

⑬国際化を視野に入れた EUの言語政策 

⑭フィランド社会での国際語としての英語 

 の存在感の高まり 

⑮マスメディアやゲームでの英語の広範な 

 使用 

 

 次に，抽出されたこれら 15 の成功要因の

相対的重要性を調査するためのアンケート

用紙（及び半構造化質問用紙）を作成し，フ

ィンランドの学生（44 名）と小・中・高の英

語教師（38 名）に対してアンケート調査を実

施した。学生への意識調査は，2011 年（平成

23年）10月に，フィンランド在住の研究協

力者の支援を得て，ヘルシンキ大学とタンペ
レ応用科学大学で実施した。教師への意識調

査は，2011 年９月と 2012年３月に行った現

地調査と 2012年５月に実施した E メールに

よるアンケート調査を通して実施した。調査

参加者から成功要因に関する意識を引き出

す方法としては，事前に準備された質問項目

を用いての半構造化インタビューと書面に

よるアンケート調査を採用した。回答に際し

ては，５件法を採用した。具体的には，それ

ぞれの成功要因に対して，その貢献度を

5(greatly), 4(fairly), 3(more or less), 
2(hardly), 1(never) のいずれかで示すよう

に求めた。なお，今回の調査では，成功要因

に関する意識に加えて，参加者自身の英語学

習歴や，現在の自分にとっての英語の重要性

や現在の学校英語教育の成功度についても

判断を求めた。 

 

４．研究成果 



 まず，３つの分野別に成功要因の相対的重

要性を算出すると，以下の表１のような結果

となった。５件法での回答であったため，3
が中央値であり，表中の 3以上の数値は，そ

の分野の成功要因が成功要因として重要で

あると調査参加者に評価されていることを

示している。 

表１：要因分野別結果

学生(44) 教師(38) 全体(82)

（１） 学習者・指導者要因 3.50 3.92 3.71
（２） カリキュラム・指導法要因 3.82 4.17 4.00
（３） 社会文化的要因 3.97 3.99 3.98

平均 3.76 4.03 3.90

成功要因分野

 

表１の結果から，学生よりも教師の方が今回
の意識調査の項目に対して好意的に回答し

ていることが分かる。また，学生は社会的要

因を，教師はカリキュラム・指導法要因を一

番重要な成功要因として意識していること

が分かる。 

 次の表２は，15 の成功要因ごとにそれぞれ

の相対的重要性を学生，教師，さらに参加者

全員ごとに示したものである。 

表２：成功要因の貢献度（要因グループ別）

分野 成功要因 学生(44) 教師(38) 全体(82)

① 3.32 3.89 3.61
② 3.55 4.11 3.83
③ 4.00 4.51 4.26
④ 3.39 3.55 3.47
⑤ 3.27 3.54 3.41
⑥ 4.48 4.53 4.50
⑦ 3.48 3.87 3.67
⑧ 3.80 4.50 4.15
⑨ 3.73 4.21 3.97
⑩ 3.64 3.74 3.69
⑪ 3.75 3.62 3.69
⑫ 3.86 4.21 4.04
⑬ 2.93 2.87 2.90
⑭ 4.42 4.50 4.46
⑮ 4.91 4.74 4.82
平均 3.77 4.03 3.90

（１）

（２）

（３）

 

成功要因⑬，つまり国際化を視野に入れた EU
の言語政策を除き，すべての要因の平均値が

3を上回っており，文献研究と現地調査から

抽出されて 15 の成功要因の殆どが成功要因

として妥当であることを示している。 

 次の表３は，調査参加者全体の意識をもと

に，調査対象となった 15 の成功要因を相対

的重要性が高い順に並べたものである。比較
的成功への貢献度が高いと判断された要因

は 

⑮マスメディアやゲームでの英語の広範な 

 使用 

⑥小学校３年次から教科として開始 

⑭フィンランド社会での国際語としての英 

 語の存在感の高まり 

③高い学習意欲 

⑧質的にも量的にも充実した教科書 

の５要因であった。 

表３：全体での成功要因貢献度順位（降順）

No. 成功要因 全体(82)

⑮ マスメディアやゲームでの英語の広範な使用 4.82
⑥ 小学校３年次から教科として開始 4.50
⑭ ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ社会での国際語としての英語の存在感の高まり 4.46
③ 高い学習意欲 4.26
⑧ 質的にも量的にも充実した教科書 4.15
⑫ 学校外で英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝに従事できる豊富な機会 4.04
⑨ 宿題の重視 3.97
② 英語教師およびその指導法への信頼 3.83
⑩ 定期的な試験の実施 3.69
⑪ 保護者や周りの人々の期待 3.69
⑦ 少人数クラスでの授業 3.67
① 生徒の学校・学校教育への信頼 3.61
④ 学習方法の学習を含めた学習スキルの修得 3.47
⑤ 英語教師の高い資質 3.41
⑬ 国際化を視野に入れたEUの言語政策 2.90

平均 3.90 

一方，比較的成功への貢献度が低いと判断さ

れた要因は， 

⑦少人数クラスでの授業 

①生徒の学校・学校教育への信頼 

④学習方法の学習を含めた学習スキルの修 

 得 

⑤英語教師の高い資質 

⑬国際化を視野に入れた EUの言語政策 

の５要因であった。国際化を視野に入れた EU
の言語政策が成功要因として一番低くその

貢献度が評価されたことは意外であった。因

みに，この要因は学生によっても教師によっ

ても一番貢献度が低い成功要因として意識

されていた。 

 次の表４は，学生と教師の間で，調査の対

象となった 15 の成功要因の貢献度の評価を

比較した結果を示したものである。 
 

分野 成功要因 学生(44) 教師(38) 差 p ｒ

① 3.32 3.89 0.58 * 0.38
② 3.55 4.11 0.56 * 0.35
③ 4.00 4.51 0.51 * 0.34
④ 3.39 3.55 0.17 0.09
⑤ 3.27 3.54 0.27 0.17
⑥ 4.48 4.53 0.05 0.01
⑦ 3.48 3.87 0.39 0.21
⑧ 3.80 4.50 0.70 * 0.45
⑨ 3.73 4.21 0.48 * 0.30
⑩ 3.64 3.74 0.10 0.07
⑪ 3.75 3.62 -0.13 0.07
⑫ 3.86 4.21 0.35 0.15
⑬ 2.93 2.87 -0.06 0.04
⑭ 4.42 4.50 0.08 0.07
⑮ 4.91 4.74 -0.17 * 0.23

備考：差＝教師－学生　　* p <0.05   　  r =効果量

表４：学生と教師の成功要因重要度意識の差

（１）

（２）

（３）

 
 
15 項目中 12項目において，学生よりも教師
の方がより好意的な評価を下しており,その

中の５項目においてその差が統計的に有意

な差となっている。成功要因⑮「マスメディ

アやゲームでの英語の広範な使用」に関して

は，学生の方が教師よりも好意的な評価を下

さしており，さらにその差が統計的に有意な



差となっている。 

 今回の研究では，日本よりはるかに少ない

累積授業時間数で世界的にもトップレベル

の英語力の育成に成功しているフィンラン

ドの学校英語教育をターゲットとし，その成

功に貢献している思われる要因として３分

野 15 要因を抽出し，その成功要因としての

妥当性と相対的重要性をフィンランドの学

生と英語教師を対象とした意識調査の結果

をもとに明らかにした。その結果，⑮マスメ
ディアやゲームでの英語の広範な使用，⑥小

学校３年次から教科として開始，⑭フィラン

ド社会での国際語としての英語の存在感の

高まり，③高い学習意欲の４つの要因が学生

にも教師にも特に高く評価されていること

が判明した。⑮と⑭は社会文化的要因であり，

そのまま日本の学校英語教育に当てはめる

ことはできないが，⑥と③に関しては，学校

英語教育の裁量の中で対応が可能な要因で

あり，日本の学校英語教育の改善の方向性を

示してくれていると考えることができる。折

しも，小学校での英語の教科化と開始学年の

低学年化が話題となっている。小学校段階か

らの教科としての英語教育に長い経験を有

するフィンランドの英語教育から多くのこ

とが学べそうである。これからも注目してい

きたい。 
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